
２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

■実施計画策定
　・計画決定及び周
知
■進行管理
　・関係各課との調
整

手
段 回企画調整会議開催数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

各種アンケート実施回数
専門部会，策定委員会，審議会開催数

・市民意見等の把握
・策定方針の決定，前期基本計画検証，庁内策定体制の構築
・各調整及び企画調整会議の運営
・職員及び市民への周知徹底

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

■実施計画策定
　・後期基本計画の内容について，職員周知を徹底する
　・実施計画策定のため，策定方針の決定し，職員周知を徹底する
　・実施計画決定のため，各課調整及び企画調整会議の円滑な運営を図る
■進行管理
　・行政評価制度を活用した進行管理を構築するため，関係各課と調整する

■後期基本計画策定
　・策定方針の決定，庁内策定体制の構築及び運営，審議会の運営
　・前期基本計画検証，市民意見等把握，現況課題整理
　・後期基本計画期間における視点及び各施策の方針決定
■実施計画策定
　・実施計画策定のため，策定方針の決定し，職員周知を徹底する
　・実施計画決定のため，各課調整及び企画調整会議の円滑な運営を図る
■進行管理
　・行政評価制度を活用した進行管理を構築するため，関係各課と調整する

・審議会委員報酬　356千円
・記念品代　100千円
・普通旅費　17千円
・消耗品費　19千円
・食料費　16千円
・印刷製本費　1,978千円

総
合
計
画 総合計画審議会

総合計画（基本構想），後期基本計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】
■後期基本計画策定
　・計画決定及び周知
■実施計画策定
　・計画決定及び周知
■進行管理
　・関係各課との調整

３　【年度目標】

【DO】事務事業の実施

4

28年度（目標）

3

26年度（目標）

職員数

施策設定指標数

職員・市民

・基本計画の策定にあたり，市民意見を反映する。
・基本計画及び実施計画（重要事務事業を含む）を決定する。
・各事業（重要事務事業を含む）が円滑に執行できるようにする。
・将来像実現のため，市民の理解と信頼を高める。

市民数

決定施策数
目
的

単位

決定事務事業数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

件

対
象
指
標
成
果
指
標

0

79,456

216 226

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁計画策定事務

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

担当者名

事業数
部内優先順位

実施計画事務事業

順位

所属部課名

課長名

―

1

市単独

市長公室　企画政策課
橋本　正男
滝田　憲二

―

２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

H19 H28

継続

款 項 目

共催者・関係団体

企画標準的事業（企画G）

細目名 関連計画
根拠法令

■後期基本計画策定
　前期計画期間の終了に伴い，後期計画期間の施
策の内容を定めた後期基本計画を策定，決定す
る。
　・基本構想（H19年度～H28年度）
　・前期基本計画（H19年度～H23年度）
　・後期基本計画（H24年度～H28年度）
■実施計画策定
　策定方針を定め，職員周知を図り，企画調整会議
により決定する
　ただし，本年度については，後期基本計画の策定
と同時進行になることから，後期基本計画の素案等
について，職員への周知を徹底し，実施計画への
反映を促していく。
　・実施計画（H24～H25）
■進行管理
　実施計画及び重要事務事業について，円滑に執
行できるよう執行状況を把握し，調整する

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

―
負担金の有無

35

9,7501.30

回

人

施策

回

事業

25年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）

1.30

1

千円

9,785 9,785

22年度（実績）

590

9,600

2,486

単位

回

回

15,667

827

千円

79,181 78,200 78,000

22年度（実績）

23年度（実績）

15

6

4

9,634

4

2,486

18,153

2

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

77,800

49 0

35

9,750

3534

34

1

753

5

0

2,500 9,000

1.28 9,600 1.90 14,250 1.30

35

9,750 1.90 14,2501.90

2,500 9,000

14,250

4

25年度（目標）

0 0

24年度（目標）

4

77,40077,600

0

26年度24年度

9,785

0 0

16,750

9,750 14,250

1

4

5

27年度（目標）

0

23,250

14,250

3

15

職員割合 千円

千円

企画調整会議開催数

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

各種アンケート実施回数

人
件
費

活
動
指
標

専門部会，策定委員会，審議会開催数

9,750 9,750

【PLAN】事務事業の計画

155件

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

評価区分

評価事業

企画費

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

後期基本計画策定・実施計画策定及び

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

事業費及び指標の推移

35

35

千円

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

千円

千円

千円

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

事
業
費

施策

事業

職員数

市民数

決定施策数

決定事務事業数

回

人

人

施策設定指標数

実施計画策定費

25年度23年度（実績）コスト指標

円

円

28年度27年度単位 22年度（実績）

基本計画策定費

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

（予算額）
・普通旅費　18千円
・消耗品費　17千円



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

基本計画の策定作業にあたっては、社会経済情勢への対応はもとより、市民参画をテーマ
に、市民等アンケートや市民会議など市民目線での意見や提言を基礎資料として行った。
今後は、市民実感度調査による市民目線での評価と数値による評価を目安とした行政評価
（施策・事業）を活用した進行管理を行い、各施策の目標達成に向けて、計画を推進してい
くことから、必要な事業であると判断する。

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分 現  状  維  持

上  　　　　　位

笠間市の行政運営上，最上位の計画であり，総合的な計画を策定し進
行管理して行くことは行政運営上重要である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

部内での位置付け

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

その他

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

印刷業務を除く策定業務を直営で行なったため人件費が前年と比較して増えているが，業
務を委託した場合は，それ以上の経費が見込まれため削減の余地はない。

　地方自治法の一部改正により，基本構想制定の義務付けが廃止されることになった。今後は，その在り方について現在の計画期間が満了する平成28年度を見据え，検討を進めていく必要がある。
　近年の社会経済情勢に伴うに対する行政を取り巻く環境は一段と厳しくなっている。このような状況の中で，選択と集中による行政改革が推進していく中にあっては，市政に対する市民の理解と信頼を深
め，市民の実感度（満足度）を高めていくことが求められている。また，協働によるまちづくり進めていくうえでも，的確でわかりやすい行政情報の積極的な提供を行い，課題を共有しまちづくりへの関心を高
めていくことが重要となってくる。今後は，後期基本計画及び実施計画等の内容や進行状況など職員はもとより多くの市民に伝え，理解してもらう必要がある。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

本市のまちづくりの方針を定める最上位計画であり，全ての行政活動の根幹となるものであ
る。
また、策定にあたり、直近の市民意識の動向を把握し、近年の情勢を背景に各施策の現況
と課題整理している。

策定にあたり、新たに導入を予定している施策評価との連動を見据え、各施策に「市民実感
度指標」及び「数値指標」を設定している。また、指標の設定など目標を明確にすることによ
り事業や施策の進捗状況などを公表（説明責任の確保・情報の共有）できる体制を整備し
た。よって、現時点においては、向上の余地がないものと判断する。



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

公共施設相互利用者一人当たりの費用

市町村

人

円

28年度27年度単位

いばらき北関.comアクセス数

人

％

公共施設相互利用者数

広域事業・連携が行われていると感じている市民の割合

連携事業1回当たりの費用

コスト指標

成
果
指
標

円

単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円

0千円

752 692 692

0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

広域行政事務

目
企画費

活
動
指
標

23年度（実績） 24年度

嘱託臨時

22年度（実績）

401,000

千円

事
業
費

0 0

指標区分

回

回広報掲載数

回 401,200

事務事業名

政
策
体
系

政策

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

事業費

事業費及び指標の推移

0

402,000401,600

43

6

44

366,000365,500

回

他課の協力分

単位

イベントの実施回数

人
件
費

時間外

職員割合

401,800

0

8

10

6

722,900723,000

共催者・関係団体

所管省庁政策的事業

0

実施計画事務事業

根拠法令

順位

連携市町村等

水戸地方拠点都市地域基本計画，公の施設の広域利用に関する協定

地方自治法第２４４条の３，地方自治法第２５２条の２，地方拠点法第３条第１項

723,100

0

364,000 365,000

401,400

9

0

0 0

6

10

27年度（目標）

6

692

10

26年度

364,500

25年度

42

10

41

6

千円

5

25年度（目標）

10

6

22年度（実績）

0

6

3

0.28 2,100 0.23 1,725

752 692 0

40

9

363,239

2,100

0

2,417

千円

千円

28年度（計画）23年度（実績） 25年度（計画）22年度（実績）

0

692

24年度（計画）

0

連携事業数

24年度（目標）

4

23年度（実績）

10

2,852

1,725

直営 ―

7

0 0

実施手法

・いばらき北関沿線地域活性化
協議会　80千円
・水戸地方拠点都市地域整備推
進協議会　74千円
・県央地域首長懇話会　88千円
・茨城空港利用促進協議会
　450千円

広域市町村構成
自治体の公共施
設相互利用率（震
災の影響があった
ので現状維持）
8.1％

４　【事業費の内容（決算額）】３　【年度目標】

細目名 関連計画
総務費 総務管理費

款 項

事
業
期
間

開始年度

H18 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

2

市単独

市長公室　企画政策課
橋本　正男
川﨑　仁子

―

○
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

補助率

26年度（目標）

99

補助金の有無

県央地域
茨城県

39

人

人

回
回

千円

26年度（計画） 27年度（計画）

対
象
指
標

9 9

723,437 723,300 723,200

県央地域構成市町村

県央地域在住民

単位

広域事業・連携が行われていると感じている市民の割合

④
対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段
市町村

％
回

近隣市町村と連携を図り行政の効率化と均衡ある発
展に資する。

県央地域在住民

公共施設相互利用者数

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

回イベントの実施回数

⑥
活動
指標

広報掲載数
連携事業数

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

終了年度

評価区分

評価事業

総
合
計
画

予
算
科
目

小施策

新規・継続
小政策
施策

会計
一般

当
年
度
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

４．広域行政
１．広域行政サービスの推進

企画費標準的事業（企画G)

・上記と同様

・国や企業等への広域圏による要望活動
・会議等を通じて各地域の進捗状況を確認する。
・地域のPR及び今後の地域振興策の参考となる調査を
目的とした各種イベントの実施及び参加，賞品等の手配
・各協議会における連携

・上記と同様

【DO】事務事業の実施

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

県央地域構成市町村

いばらき北関.comアクセス数

地域の活性化，認知度向上，イメー
ジアップ及び業務の効率化につなが
るように広域的な課題に対する要望
事項の調整や広域計画の策定及び
推進などを図り，近隣市町村との相互
支援や連携の充実・検討を進める。
○「いばらき北関沿線地域活性化協
議会」
○「水戸地方拠点都市地域整備推進
協議会」
○「県央地域首長懇話会」
○「茨城空港利用促進協議会」

広域市町村構成
自治体の公共施
設相互利用率
8.5％

各協議会での連携
国等への広域圏による要望活動

28年度（目標）

（予算額）
翌
年
度
計
画



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

多様化・高度化する住民ニーズに対応するため，地域の実情や特性を生かしたに行政サー
ビスを展開する上では，広域的地域が連携を図り進める必要がある。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
更なる地域間連携により，それぞれの特性を生かした行政サービスが展開できる。

各協議会がそれぞれの役割で効率的な施策を展開しており削減の余地はない。

有
効
性
評
価

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

広域連携により、広域的な課題の検討や連携体制の充実により効率的な行政運営を図るた
め今後とも必要な事業である。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

名称各地域の課題等を整理し，広域連携に取り
組む市町村の枠組みや施策を検討・調整を
行なう組織の確立が必要となる。

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

各地域の課題等を整理し，より効果的・効率的な広域行政を推進する。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

資源配分

市民からの意見～HP（いばらき北関.comを見て)～
・地元のイベントについてこんなに詳しく書いてあるサイトを他に見たことがない。
・Twitterはフォローしているが，HPは知らなかった。よく出かけるので，これを機にいろいろチェックしてたくさんの場所に出かけて楽しみたい。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【PLAN】事務事業の計画

具体的な取り組みが少なく形骸化した広
域連携協議会を脱会した。（北関・新潟
連携軸協議会、全国ダム所在市町村協
議会）

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

地域の活性化や地域が抱える課題への対応
さらには業務の効率化など広域的に取り組む
ことでより効果が現れる具体策を検討し推進
していく必要がある。



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

予
算
科
目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
・大学連携の状況に
ついて取りまとめ，現
状を把握する。（大学
連携事業数　18件）
・環境整備協力金とし
て売上の一部を地域
貢献していることの周
知徹底を図る。

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

・ボートピア岩間の施設が周辺地域の良好な環境を保持するように適
切な運営が図られているか留意する。
・ボートピア岩間関係事業者との調整において良好な関係を保つ。・
大学連携に関する事業の窓口
・大学連携を実施している関係各課の調査及びとりまとめ
・毎月における環境整備協力金の収入管理
・国土交通省等に対して霞ヶ浦導水事業における要望の提出
・県北水資源については，事業が閉鎖しているため，監査のみの実
施

○大学連携事業：少子高齢化社会などを背景とした新たな
課題に対応し，個性と魅力ある地域の形成と発展に寄与す
るため，H19年5月24日に「笠間市と常盤大学との連携協力
に関する協定書」を締結した。目的達成に向けて人的・知
的資源の相互活用や政策課題への対応，地域活性化に
寄与する人材育成等に対し，連携協力することで効率的・
効果的な行政運営を図る。
○ボートピア岩間との連携：H14年に浜名湖競艇企業団と
船券売上の一部を環境整備協力金として納入する協定を
締結した。H23年4月からは売上の減少に伴い減額変更の
申し入れがあったため，減額の措置をとる覚書を締結した。
○霞ヶ浦導水事業建設促進協議会：関東地方における水
のネットワークの一部で，正常な機能の維持と増進及び新
規都市用水の確保を図るために，水資源の有効活用を推
進する。
○県北水資源開発促進協議会：県北地域の生活用水，農
業用水及び工業用水の確保を推進する。
○緑の分権、地域力創造等関連事業の調整

翌
年
度
計
画

・連携協定を締結した大学に係わらず，市が抱える政策課題
に必要な大学との連携を目指し調整を図る。
・地域の課題を認識するため大学と協議する場を設ける。
・広報にボートピア岩間の環境整備協力金にかかる記事を掲
載する。
・県北水資源における監査事務（H22活動休止）

項

ボートピア岩間

総
合
計
画

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

目

共催者・関係団体

霞ヶ浦導水事業建設促進協
議会負担金　4千円

ボートピア岩間環境整備協力
金（H23年度）　48,771千円

・他市町村の大学連携に
ついての情報収集に努
める。
・大学および関係各課と
の調整をする。
・環境整備協力金として
売上の一部を地域貢献
していることの周知徹底
を図る。

連携大学数（協定大学数）

ボートピア岩間環境整備協力金　浜名湖企業団レース分（他場レー

５　事務事業の目的と手段
団体

職員・市民

大学及び各種関係団体等と連携し事業を推進するこ
とで効率的な行政運営が図られる。

回

地域－大学の交流・連携支援ライブラリーへの登録・更新回数
関係機関と協議や各種調査の実施

単位

件

校

％
大学連携事業件数

28年度（目標）

0

4

対
象
指
標

1 1

5（1） ７（１） ７（１） ７（１）

成
果
指
標

20

1（1）

18 17 19

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

橋本　正男
川﨑　仁子

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

H18 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

3

市単独

市長公室　企画政策課

２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

企画標準的事業（企画Ｇ）

細目名 関連計画
総務費 総務管理費

款

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

⑥
活動
指標

26年度（計画） 27年度（計画）

【DO】事務事業の実施

手
段

0

4

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

22年度（実績） 25年度（計画）

事業費及び指標の推移

回
広報掲載回数（ボートピア岩間環境整備協力金

大学および関係各課との調整回数
回

0

大学および関係各課との調整回数

24年度（目標）

2

02,100

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

0

4

0

1

1

26年度（目標）

0

11

44

1,125

0

0

1（0.7）

22年度（実績） 23年度（実績）

18

11

1（0.7）

活
動
指
標

4 4

4

0 0

4

1

1（0.7）

1,277

1

1

25年度（目標）

1

2

1

26年度

1（0.7）

20

2

27年度（目標）

７（１） ７（１）

1

2

1

1

1

実施計画事務事業

根拠法令

順位

4

1（0.7）

0

1

2

1

７（１）

1（0.7）

20

千円

千円

0.28 0.15

148

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

単位

地域－大学の交流・連携支援ライブラリーへの登録・更新回数

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

職員割合

2,100

千円

千円

千円

2,104

01,273

コスト指標

0

回

回広報掲載回数（ボートピア岩間環境整備協力金）

24年度

1

4

評価区分

評価事業

企画費

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

企画連携事務

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

小政策
施策

小施策
会計

一般　

目
的 ⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

④
対象
指標

千円

千円

4

4

44

4 4

4

4

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

回

団体

校

％

件

ボートピア岩間

連携大学数（協定大学数）

ボートピア岩間環境整備協力金　浜名湖企業団レース分（他場レース分）

大学連携事業件数

円

27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

円

（予算額）
霞ヶ浦導水事業建設促進協
議会負担金　4千円

ボートピア岩間環境整備協力
金（H24年度）　45,000千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

大学連携は，外部の提言等により行政にはない発想でのまちづくりが展開できる。
霞ヶ浦導水事業推進協議会等連携は，同事業実施の検証中であり，その動向を注視する
必要がある。

大学連携により，より効果的が現れる取り組
みを実施していく。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分
総合評価

（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

更なる効果が発揮できる取り組みを積極的に推進していく必要がある。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持

中  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

部内での位置付け

③前年度の改革・改善案

名称

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

大学連携は，教授を始めとするスタッフのノウハウを生かし施策に反映するため必要である。
県北水資源推進協議会等は地域の基盤を確立するため広域的な連携により水資源を確保
するために必要である。また，緑の分権等の事業調整は地域の活性化を図る事業の推進に
必要となる。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

大学連携については，より効果的・効率的な事業を展開するための連携強化を積極的に進
めることが重要になる。

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

○ボートピア岩間との連携
H14年に浜名湖競艇企業団と船券売上の一部（1％）を環境整備協力金として納入する協定を締結したが，H23年4月からは売上の減少に伴い減額変更の申し入れ
があったため，減額の措置として，浜名湖企業団レース分については1％，他場レース分については0.7％を協力金として市へ負担している。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

大学連携事業について，ここ近年は審議会等委員の派遣や講演会講師が多くなり，地域活
性化に係る連携事業を展開する必要がある。



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度

円

円

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

遊休土地実態調査件数

件

人

人

件

件

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

00 0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

20

750

975

975

750

評価区分

評価外事業

１.広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

１．交流と地域の力を高める土地利用を進めます

土地利用関係事務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

回

回国土利用計画法関連研修会

土地取引届出処理件数

無届土地取引処理件数

市民数

土地取引届出等該当者数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

件

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

土地取引状況調査

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

根拠法令

順位

0 0

25年度（目標）

5

0

0

0

0

24年度 26年度

0 0

0

0

0

0

0.10 750 0.13 975 0 0

79,181

7

0

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）

12

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

随時

1
活
動
指
標

25年度（計画）

関係各課及び機関連絡調整

24年度（目標） 26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

国土は、現在及び将来における国民
のための限られた資源であり、生活及
び生産など諸活動の基盤である。健
康で文化的な生活環境の確保と国土
の均衡ある発展を図るため、国土利
用計画法・都市計画法など土地利用
関連法を遵守し、適正な運用を図る。

予
算
科
目

会計
- - - -

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．土地利用
１．計画的な土地利用の推進

所属部課名

課長名

―

4

市単独

市長公室　企画政策課
橋本　正男
成田　崇

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

0

目
的

単位

無届土地取引処理件数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

件

人

件

回

件

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

市民数

遊休土地実態調査件数

市民
土地取引届出等該当者

限られた国土の計画的な土地利用を図り,健康で文化
的な生活環境の確保と国土の均衡ある発展に資する
ため、適切に事務を執行する。

土地取引届出等該当者数

土地取引届出処理件数

土地取引状況調査

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

国土利用計画法関連研修会
関係各課及び機関連絡調整

・国土利用計画法に基づく土地取引届出等事務（土
地取引届出処理，無届土地取引処理，遊休土地実態
調査）
・土地利用動向調査
・地価公示 地価調査に関する調査報告

回

総
合
計
画 茨城県

国土利用計画法

１　【事務事業の全体概要及び背景】
・適切な事務の執
行

-

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・土地利用関連法の熟知
・国土利用計画法の遵守及び適正な運用
・関係各課及び機関との連絡調整
・無届土地取引の把握
・国土利用計画法届出制等の普及・啓発

・土地利用関連法の熟知
・国土利用計画法の遵守及び適正な運用
・関係各課及び機関との連絡調整
・無届土地取引の把握
・国土利用計画法届出制等の普及・啓発

（予算額）・適切な事務の執
行

手
段 件



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
法定受託事務

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

国土利用計画法に基づく土地取引届出事務等について権限移譲によりH２２年度より事業を実施（執行）している。本事業では、土地取引等に関し適
切な対応をするため、国土利用計画法をはじめとする土地利用関連法を熟知しなければならず、専門性が高い事業である。今後も、適切な事務を執
行するため、関連法の理解に努め、関係各課及び機関との連絡調整を図っていくことが必要である。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

更なる販売店の拡
大による利便性の
向上を図るととも
に，運転手のマ
ナーの向上を徹
底し，利用者の増
加につなげる。

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・上記と同様
・（乗車券販売措置として販売額の５％を手数料として支
払う）
・東大オンデマンド交通システム導入（平成25年3月～）
に伴う実証実験の実施

・毎月における委託料の支払いと乗車券の販売にかかる
売上の集金（乗車券販売取扱所１４箇所中１１箇所及び
庁内・支所等における実績報告の集計）
・チケットの販売業務と利用者登録業務
・笠間市地域公共交通会議の開催における運行状況報
告と代替車登録の協議
・商工会会員によるチケット販売箇所の増設

委託料　69,068千円
乗車券販売収入　13,631千
円

総
合
計
画 笠間市商工会

笠間市デマンドタクシー運行事業費実施要綱

１　【事務事業の全体概要及び背景】
販売所拡大及び
広報での呼びか
けに伴う登録者
数・利用者数の増
加

根拠法令

手
段 件

５回
苦情等処理件数(委託先含む）

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

チケット販売箇所数
笠間市地域公共交通会議開催数交通弱者の移動手段の確保により運行を実施。

利便性を向上するための運行見直し

広報，掲示板，新聞等への掲載

【DO】事務事業の実施

40

28年度（目標）

市民（市内在住）

利用率（年間利用者数／年間乗車可能

地域住民

市民の移動手段である公共交通の維持確保を行い利
便性の向上を図る。

登録者数

1日当たり利用者数

％

人

人

箇所

千円

回

目
的

単位

乗車券販売額（年間）

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

78,862 78,862

成
果
指
標

14,400

194

6,894

14,313 13,628

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

橋本　正男
川﨑　仁子

○

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

H19 単年度繰返し

所属部課名

課長名

○

5

市単独

市長公室　企画政策課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．公共交通
３．交通弱者などの移動性の向上

公共交通空白地域の解消や高齢者
を中心とした交通弱者の医療・福祉・
商業施設等へのアクセス強化，地域
の活性化，市民福祉の向上を図るた
めに，平成20年2月から運行を開始し
た。利用者の需要に応じて運行をし
ている。平成21年には，デマンド交通
システム運営事業業務を笠間市商工
会に委託している。運行は市内タク
シー事業者４社へ，システムリース及
び保守はNTTに委託している。平成
22年4月には従来の７エリアから３エリ
アに統合し，利便性の向上を図った。

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 デマンド交通事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

62

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

笠間市地域公共交通会議開催数

24年度（目標）

13,628

0.28

22年度（実績）

8

50

22年度（実績） 23年度（実績）

5

1

5046

26年度（計画） 27年度（計画）

7,181 7,400 7,600

8 8

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

14,312

52,300

2,250

206

14,000

78,86279,409

186

92

0.24

51,700 51,400

1,800 0.22 1,6500.33 2,475 0.42 3,150

2,250 2,100

2,100

52,000

1,9500.26

2,475

73,114

3,946

69,813

25年度（目標）

54

0

21

1 1

14,200

26年度

196

3130 3229

1,628

1,650

8,000

53,500

1,950

7,800

78,862

53,950

1

65

191 201

78,862

8

59,766 54,400

45

14,600

58

14,800

210206

30.0

順位

1,052

実施計画事務事業

1,800

35

1

27年度（目標）

51,700 51,400

53,050

1

8

30

8,200

34

苦情等処理件数(委託先含む）

％ 33

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

回

箇所チケット販売箇所数

広報，掲示板，新聞等への掲載

市民（市内在住）

登録者数

利用率（年間利用者数／年間乗車可能人数）

件

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

１.広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

２．多様な交流･連携を支えるネットワークを形成します

デマンド交通システム運行事業

企画費

78,862

24年度

56

590

0.30

57,516

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

52,000

52,300

57,51653,026

67,338 69,168

55,540

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

５回

人

人

人

千円

1日当たり利用者数

乗車券販売額（年間）

円 1,534

円

1,118 1,082利用者1人当りの費用 1,1561,303

（予算額）
委託料 56,305千円
※乗車券販売収入について
は，商工会に委託したため，
市の収入扱いにはならない。

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



燃料代高騰による運行事業者からの値上げ要望，運転手に対する親切なマナーの徹底強化の必要性

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

利用者拡大を図るため広報を行なう。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

・新たな運行管理システム導入に関し，「地域
公共交通会議」において地域の合意を得る
必要がある。

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続

利用者拡大を図るため広報紙や新聞掲
載など広報を5回実施した。また、利用者
の利便性を高めるため，乗車券取扱所を
25箇所拡大した。

評価理由
事業の必要性は高いため，より効率的・効果的な運行を図るための事業
改善を行ないながら実施していく。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

事業として必要性、有効性が高いことから、利用者拡大や効率的な運行に努めながら継続
して行く。また，公共交通の充実は自家用自動車運行の抑制が図れ地球温暖化対策の一
環ともなる。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

H21.7から運行管理業務を商工会に委託しているが，更なるの効率的な業務委託とするた
め，H24年度からは，乗車券取扱業務を含めた全ての運行管理業務を商工会に委託するこ
ととしている。また，運行コストの低減を図るため，より低コストの運行管理システムの導入や
利用者拡大を図る必要がある。

・利用者拡大を図るため広報を行なう。
・効率的な運行及びコスト低減を図るため，
新たな運行管理システムの導入に向けた実
証実験を行なう。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

鉄道やバス路線など既存の公共交通体系が充実し
ていない現状では，これ以上の連携はできない。

③前年度の改革・改善案

高齢化社会を迎えますます交通弱者が増加するた
め廃止はできない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
高齢者を中心として交通手段のない人に移動手段として必要である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
笠間市の公共交通の運行状況を考えた場合に、有効手段であり、利用実績も伸びている。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度

円

円

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

輸送人員数（補助対象路線）

駅

人

社

路線

％

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

0

5,7864,959

5,093 7,044

6,881

5,939 0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

24年度

2

109,626

900

評価区分

評価事業

１.広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

２．多様な交流･連携を支えるネットワークを形成します

公共交通維持確保事業

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

路線

回広報周知活動回数

維持路線数

市内各駅の有人化率

市民数

交通事業者

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

無人化解消駅数

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

根拠法令

順位

25年度（目標）

5,939 0

0

99,307

0

0

0

0

26年度

5,993

0

3

0

0

8,244

1,200

00.12 900 0.16 1,200 0 0

79,18179,456

3

2

0

134 163

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）

2

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

3

1
活
動
指
標

25年度（計画）

153

補助路線数

24年度（目標） 26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

実施手法

■路線バス運行対策費補助
既存公共交通（路線バス）の維持確保を
図るため、以下、3路線の運行に伴う損益
に対し、補助金の交付する。損益額を抑
制するため、広報周知活動により利用を
促進する。
　・岩間駅～茨城町役場間
　・友部駅～中央病院間 外2路線
　・笠間駅前～岩下入口間
■稲田・福原駅乗車券類簡易販売業務
委託
稲田・福原駅の無人化防止（防犯・安全
対策）及び鉄道施設の機能確保（乗車券
類販売）による周辺住民の利便性の確保

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 公共交通対策事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．公共交通
１．公共交通の維持確保

所属部課名

課長名

―

6

県補助

市長公室 企画政策課
橋本　正男
成田　崇

○

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

市負担額の
1/6

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

3

2

100 100

目
的

単位

市内各駅の有人化率

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

人

社

路線

回

％

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

市民数

輸送人員数（補助対象路線）

地域住民
交通事業者

・市民の移動手段である公共交通の維持確保及び利
便性の向上
・地域づくり支える公共交通の活性化

交通事業者

維持路線数

無人化解消駅数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

広報周知活動回数
補助路線数

・広報周知活動による利用促進
・交通事業者と連携を図る
・路線バス運行に伴う損益に対する補助
・鉄道施設の機能維持（乗車券類販売委託）

路線

・補助金　7,044千円
・県補助金　163千円（歳入）

総
合
計
画 茨城交通（株）

茨城県公共交通活性化指針
交通基本法

１　【事務事業の全体概要及び背景】
・廃止危機路線の
維持確保
・路線バス利用者
数（輸送人員数）
の減少抑制
・市内駅の無人化
防止

企画費

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・公共交通（路線バス）の現状と課題の整理
・交通事業者（茨城交通株式会社）との協議調整
・笠間市地域公共交通会議における合意形成
・路線バスの利用促進（広報媒体の検討及び広報周知
活動）
・交通事業者（JR東日本水戸支社及びJROB会）との協
議調整

・交通事業者（茨城交通株式会社）との協議調整
・路線バスの利用促進（広報周知活動）
・交通事業者（JR東日本水戸支社及びJROB会）との協
議調整

（予算額）
・補助金　5,939千円
・県補助金　153千円（歳入）

・廃止危機路線の
維持確保
・路線バス利用者
数（輸送人員数）
の減少抑制
・市内駅の無人化
防止

手
段 駅



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

利用者は限定されているが市民の移動手段を確保するために有効であるので，利用者拡
大など更なる向上が求められる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

鉄道による隣接市町村とのアクセスや路線バスによる駅から市内の各拠点へのアクセスの
手段を確保するため必要な事業である。また，公共交通に頼らなければならない利用者の
利便性を確保するものである。
しかしながら，年々利用者の減少するなど利用者拡大を図る必要がある。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

補助金を支出するに当たって、路線の見直し等行っており必要最小限の路線補助となって
いるため、効率性は認められる。

利用者の拡大を図るため，より利用しやすい
公共交通網の構築をする。また，啓発に努め
る。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

市民の生活環境を高めるため必要な事業であり，また，公共交通の充実は自家用自動車運
行の抑制が図れ地球温暖化対策の一環ともなるもので，改善しながら継続する事業である。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

受益者は少ないが、廃止、縮小は生活に大いに不便をきたすので、公
共交通の利用促進を図りながら継続する。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

　近年の自家用自動車の普及を背景に、利用者が年々減少するなど路線バスの維持・確保が困難な状況となっている。年々増加する路線バスの損
益額を抑制するため利用者の増加するため、広報周知活動を展開していく必要がある。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・公共交通利用者
の維持
・利用者増加によ
る公共交通の活
性化

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・公共交通の現状と課題の整理
・新たな公共交通網の構築に向けた検討
・交通事業者との協議調整
・笠間市地域公共交通会議における合意形成
・利用促進（広報媒体の検討及び広報周知活動）

・交通事業者との協議調整
・笠間市地域公共交通会議における合意形成
・利用促進（広報周知活動）

・委託料　720千円
・負担金　　51千円

総
合
計
画

茨城県公共交通活性化指針
交通基本法

１　【事務事業の全体概要及び背景】
・公共交通利用者
の維持
・利用者増加によ
る公共交通の活
性化

根拠法令

手
段 回笠間市地域公共交通会議開催数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

ノーマイカーデー実施日数
公共交通関連会議開催数

・総合的な公共交通の在り方検討
・鉄道輸送力増強及び利便性向上（期成同盟会によ
る要望活動）
・交通事業者と連携を図る

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

市民数

デマンドタクシー利用者数（年間）

地域住民
笠間市地域公共交通会議
交通事業者

・市民の移動手段である公共交通の維持確保及び利
便性の向上
・地域づくり支える公共交通の活性化

笠間市地域公共交通会議

市内各駅の乗降人員数
公共交通事業者

人

人

人/日

日

社

人

回

目
的

単位

輸送人員数（補助対象路線）

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標
成
果
指
標

7,185

5

21

109,626 99,307

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

橋本　正男
成田　崇

―

○
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

所属部課名

課長名

―

7

市単独

市長公室 企画政策課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．公共交通
１．公共交通の維持確保

■茨城県公共交通活性化会議
広域的連携（同一生活圏の市町村及び交
通事業者）による地域公共交通の調査研究
及び維持・確保・改善に向けた事業の実施
■常磐線・水戸線整備促進期成同盟会
各期成同盟会を通じた要望活動により，鉄
道輸送力の増強，在来線の維持確保及び
鉄道施設の利便性の向上

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 公共交通対策事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

公共交通関連会議開催数

24年度（目標）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

7

14

26年度（計画） 27年度（計画）

5

22

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

0

79,18179,456

0

0 00.11 825 0.16 1,200

0 0

0

0

0

825

2,108

1,348

1,569

25年度（目標）

4

12

26年度

44,904

0

0

0

0771 0

45,491

順位

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

笠間市地域公共交通会議開催数

人

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

回

日ノーマイカーデー実施日数

市民数

笠間市地域公共交通会議

公共交通事業者

デマンドタクシー利用者数（年間）

回

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

１.広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

２．多様な交流･連携を支えるネットワークを形成します

公共交通対策事業

企画費

24年度

1

148

771

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

0

771744

744 760

760

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

人

社

人/日

人

市内各駅の乗降人員数

輸送人員数（補助対象路線）

円

円

（予算額）
・委託料　720千円
・負担金　　51千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



　本格的な人口減少、少子高齢化社会の到来や環境・エネルギー問題など社会情勢の変化により、公共交通の重要性・必要性は、これまで以上に高まっている。また、国では、交
通に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための「交通基本法」の制定に向けた動きが具体化しており、県では、県民の移動確保や地域づくりを支える公共交通の活性化の
観点から「茨城県公共交通活性化指針」が策定されるなど公共交通を取り巻く環境は刻々と変化している。今後、市民生活の「足」となる公共交通を確保し、かつ、利用しやすい公共
交通サービスを持続的に提供していくため、新たな公共交通網の構築を視野に入れた検討を進めていく必要がある。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

市民生活環境の向上を図るため必要である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

市民の生活環境を高めるため，各公共交通機関が連携を図り効率的な公共交通網の確立
を図っていく。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

利用しやすい公共交通サービスを持続的に提供していくため、新たな公共交通網の構築を
視野に入れた検討を進めていく必要がある。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

高齢化や環境・エネルギー問題など社会情勢の変化により、公共交通の重要性・必要性
は、これまで以上に高まっており，より効率的な公共交通体系を確立するための対策は必要
である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

市民の生活環境を高めるため，移動手段を確保する公共交通体系の確立は必要不可欠な
ものである。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度

円 215

円

261

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

人・箇所

件

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

0

154

154 594

594

0 0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

24年度

9,750

評価区分

評価外事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

特命（政策調査）事業
（定住化・健康都市・プラチナ構想・
大学連携・復興関連事務）

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

件調査・研究した件数

首長の意向を的確に政策へ反映する

市民・職員・国・県・民間事業者

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

8,250

27年度（目標）

0 0

8,250

根拠法令

順位

25年度（目標）

8,250 8,250

8,250 8,250

8,250

8,250

8,250

26年度

9,904

8,250

46

8,2501.10

9,128

8,534

1.10

284

8,2501.30 9,750 1.10 8,250 8,250 1.10 8,2501.108,250

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

35
活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

1.10

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

　トップマネジメント機能が発揮される体
制とするため，組織化されたことを受け，
部門横断的な政策等の調査・研究並び
に必要な協議等を実施する。

予
算
科
目

会計
一般 2 1 政策調査

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
４．行政事務の効率化・高度化

平成21年度 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

8

市単独

企画政策課
橋本　正男
後藤　弘樹

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人・箇所

件

件

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

市民・職員・国・県・民間事業者
市民・職員・国・県・民間事業者

トップマネジメントの強化
首長の意向を的確に政策へ反映する

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

調査・研究した件数
部門横断的な政策等の調査・研究並びに必要な協議
を実施

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】
トップマネジメント
の強化として政策
課題に対して首長
の意向・庁議の結
果を整理し適正に
政策形成する

6

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

空き家再生モデル事業の利活用協議
美術系大学との連携による地域デザイン調査研究
第1回健康都市づくり講座・健康都市宣言イベントの実施
復興関連事務・復興交付金事業計画の検討

定住化対策の空き家再生モデル事業を事業化・門前通
り周辺拠点整備事業・テーマ型住宅の整備誘導事業の
検討
健康づくり計画の策定，総合計画後期基本計画（健康都
市づくりを全分野横断のテーマとして設定）の策定，健康
都市連合への加盟，申請
復興関連事務（特区・交付金）をプロジェクトチームにより

（予算額）トップマネジメント
の強化として政策
課題に対して首長
の意向・庁議の結
果を整理し適正に
政策形成する

手
段



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

雨水排水処理施
設整備における地
質調査・実施設計
業務の完了

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

雨水排水処理施設整備（地質調査・実施設計業務）の実
施【茨城県】
利活用に向けた条件整理等についての県との協議・調
整・誘致活動
地元土地改良区との調整・協議

県実施事業として雨水排水処理施設基礎調査及び新市
町村づくり支援事業の活用決定・申請，広場としての暫
定利用継続実施

総
合
計
画

市民・職員・国・県・民
間事業者

１　【事務事業の全体概要及び背景】
雨水排水処理施
設基礎調査の実
施

根拠法令

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

利活用検討協議
大学等法人意向調査

　合併前からの継続案件として，当該地の利活用検討
を実施。雨水排水処理施設基礎調査（県実施事業）
及び新市町村づくり支援事業の活用決定・申請を行
う。

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

利活用検討協議
市民・職員・国・県・民間事業者

畜産試験場跡地の利活用

大学等法人意向調査

利活用に向け雨水排水施設の整備

回

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
回

対
象
指
標
成
果
指
標

350

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁建設・整備事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

橋本　正男
後藤　弘樹

○

○
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

平成2年 単年度繰返し

所属部課名

課長名

○

9

企画政策課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．土地利用
２．大規模公有地の有効活用

　合併前からの継続案件として，当該
地の利活用検討が進められている。
平成２２年度は，大学等に対する進
出意向調査の実施及び各法人との
協議，広場としての暫定利用の開
始，雨水排水処理施設基礎調査の
準備・調整を実施。
　平成２３年度は，雨水排水処理施設
基礎調査（県実施事業）及び新市町
村づくり支援事業の活用決定・申請，
広場としての暫定利用継続（管理課
が所管：宍戸ヒルズ，いきいき市場，
陶炎祭で跡地利用を予定している。）
を実施。

予
算
科
目

会計
一般 2 1 畜産試験場跡地利活用促進事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

大学等法人意向調査

24年度（目標）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

24

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

0

88

27

0 00.29 2,175 0.34 2,550

0 0

0

0

0

2,175

9,232

2,638

2,249

25年度（目標）

350

27

26年度

53,125

0

0

0

00 0

2,416

順位

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

回利活用検討協議

利活用検討協議

大学等法人意向調査

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

１.広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

１．交流と地域の力を高める土地利用を進めます

畜産試験場跡地利活用促進事業

6

24年度

0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

0

74

74 6,594

6,594

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

回

利活用に向け雨水排水施設の整備

円 40,227

円人件費3割/大学等法人意向調査

人件費5割/利活用検討協議

（予算額）

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



　定住化の促進を図る上でも畜産試験場跡地の利活用に対する市民・議会から期待は継続して高いものがある。新市町村づくり支援事業により雨水
排水施設が整備されることは本事業にとって大きな前進であると考える。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

最大の目的である畜産試験場跡地の利活用に向けて利活用の条件である雨水排水設備の
整備を確実に実施する

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
削減の余地はない

課題なし

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

他事業に関連がないため

③前年度の改革・改善案

笠間市にとって重要な地域にある大規模な土地であ
るため，市の意向が反映できなくなる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

県有地であるが笠間市にとって重要な地域にある大規模な土地であるため市が関与するこ
とは適切である。市民からの利活用に対するニーズは高いため取り組み必要がある。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

利活用に向けて必要不可欠な雨水排水施設の整備を実施することにより利活用に向けて
大きく前進した。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

人件費／案件数

28年度27年度

円 47,142

円

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

件

件

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

00 0 0 0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

24年度

1,650

評価区分

評価外事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

庁議運営事業

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

件付議案件数

付議案件数

付議案件数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

根拠法令

順位

25年度（目標）

0 0

0 0

0

0

0

26年度

1,650

0

35

0

1,940

1,940

65

00.22 1,650 0.25 1,875 0 0

35

0

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標） 26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

市政に関する重要施策を審議し，各
部門の総合調整及び相互連絡を行
い適正かつ機能的な行政運営を図
り，トップマネジメント機能の強化を図
る

予
算
科
目

会計
一般 2 1 政策調査事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
４．行政事務の効率化・高度化

平成18年度 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

10

企画政策課
橋本　正男
後藤　弘樹

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁内部管理事務

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

35

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

件

件

9

28年度（目標）

付議案件数
職員

トップマネジメントの強化及び施策における部課の連
携・内容の充実

付議案件数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

付議案件数
市政に関する重要施策を審議し，各部門の総合調整
及び相互連絡を行い適正かつ機能的な行政運営を
図り，トップマネジメント機能の強化を図る

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】
各部門の総合調
整及び相互連絡
を適正に行う

6

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

各課からの付議要求をうけ月に1度庁議を開催する。庁
議開催後，その結果を公表する。また会議録の作成を行
う。

各課からの付議要求をうけ月に1度庁議を開催する。庁
議開催後，その結果を公表する。また会議録の作成を行
う。

（予算額）各部門の総合調
整及び相互連絡
を適正に行う

手
段



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・失業者を一人で
も多く雇用するた
め，各課の要望に
最大限に応える。
・事業の最終年度
となるため適正に
執行する

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

緊急雇用20事業を実施

ふるさと雇用：５事業，緊急雇用事業：２２事業を実施

総
合
計
画 茨城県・受託事業者

緊急雇用創出事業補助金実施要綱

１　【事務事業の全体概要及び背景】
・失業者を一人で
も多く雇用するた
め，各課の要望に
最大限に応える。
・事業の最終年度
となるため適正に
執行する

根拠法令

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

事業数
雇用数国費を財源として，県基金事業により失業者を雇用で

きる事業を創出する

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

失業者数
失業者・被災地の住民

雇用の機会の創出
事業数 件

件
数

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標
成
果
指
標

30

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率10／10【要項上）

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

橋本　正男
後藤　弘樹

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

平成21年度 平成24年度

所属部課名

課長名

○

11

国補助 厚生労働

企画政策課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
３．雇用・労働環境
１．雇用の創出

厳しい雇用環境にある中で，国庫を
財源とした県基金による雇用創出事
業が，平成２１年度から24年度を期間
として，全国で実施されている。

予
算
科
目

会計
一般
国保
病院

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ○
実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

63,932

雇用数

24年度（目標）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

143

2028

26年度（計画） 27年度（計画）

92,595 93,759

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

1,875

65

14380

28

0 00.29 2,175 0.25 1,875

1,875 0

0

0

0

2,175

97,858

1,940

98,021

25年度（目標）

80

30

75

26年度

66,964

0

0

0

0

20

65,807 0

順位

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

数

件事業数

失業者数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

２.多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

３．交通条件を生かした，豊かさを育む商工業を振興します

ふるさと雇用再生・緊急雇用創出事
業

75

24年度

0.25

63,932

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

0

3,251

95,846 95,918

2,159

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

件事業数

円 72,500

円

人件費／事業 93,750

（予算額）

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



厳しい雇用環境にある中で，国庫を財源とした県基金による雇用創出事業が，平成２１年度から24年度を期間として，全国で実施されている。さらに，
東日本大震災による失業者の雇用を図るため，緊急雇用対策事業において被災地の特例が認められている

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

全国的に進められている事業であり，一定の求人を創出しており，雇用環境の向上に寄与
している。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
国の制度により実施しているため，改善することは困難である

課題なし

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

雇用の場創出が失われる。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
厳しい雇用環境及び被災地における雇用の状況から適切である

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
国の制度により実施しているため，改善することは困難である

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

調査対象数１件当たり費用

28年度27年度

円 1

円

3

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

事業所

％

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

0

277

27,749 3,390

2

2,771 0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

総務費 統計調査費 指定統計費

24年度

15,600

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

基幹統計調査事務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

件調査票の審査件数

調査票の回収率

調査対象事業所

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

根拠法令

順位

25年度（目標）

2,771 0

0 0

0

0

0

26年度

43,349

0

28,000

0

13,890

10,500

02.08 15,600 1.40 10,500 0 0

4,00028,000

97

0

27,742 3,388

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

4,000
活
動
指
標

25年度（計画）

2,744

24年度（目標） 26年度（目標）

常住人口調査

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

○経済センサス活動調査
　　全産業分野における事業所の経済活
動の実態を明らかにし，事業所・企業を
調査対象とする各種統計調査の精度向
上に資する母集団資料を得ることを目的
に実施する。
・対象事業所数：4078（３月途中経過）
○常住人口調査
　　国勢調査人口を基準として，前月の住
民基本台帳異動データにより集計して県
へ報告する。

予
算
科
目

会計
一般
一般

総務費 統計調査費 経済センサス活動調査

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

H23
調査周期
に基づく

所属部課名

課長名

―

12

県補助 茨城県

企画政策課
橋本　正男
島田　茂

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 100％

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

98

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
事業所

％

件

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

調査対象事業所
市内事業所，市内居住世帯

統計法に基づく基幹統計調査を実施
調査票の回収率

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

調査票の審査件数
調査員による調査票配布・回収後，調査票の審査によ
る調査内容の精度向上

・委託料　3,350千円

総
合
計
画

総務省・経済産業省・
茨城県

統計法

１　【事務事業の全体概要及び背景】
・経済センサス
　対象数：
　　約3,252事業
所

指定統計費

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・上記と同様，統計法に基づき，適正な調査事務を実施
する。
　（就業構造基本調査，工業統計調査，常住人口調査な
ど）
　

・統計法に基づき，適正な調査事務を実施する。
　（経済センサス活動調査，常住人口調査など）
・回収後の調査票は十分な審査を行い，調査内容の精
度を高める。
・調査拒否者への直接依頼を行い，回収率を高める。

（予算額）
・委託料　2,771千円

・就業構造基本調
査
　対象数：抽出の
ため未確定
・工業統計調査
　対象数：
　　約４６４事業所

手
段



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

各種統計調査の結果が集約されたデータが，国・自治体において施策立案の際に必要とな
る基礎資料となっている。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

いずれの調査についても統計法に基づき実施しているため，一部調査事務は民間の調査
員に依頼し，市は調査票の内容審査・集計を行い県に提出するという役割となっている。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
統計法に基づき，国の基準による委託費（１００％）で実施している。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

法律に基づくもので現行のまま実施する。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

－

－

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

個人情報保護の思想が強くなり調査対象者への調査協力に困難を要する環境にあるため，調査拒否・調査票記入拒否などが増加している。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）


